
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

4,636,753 4,198,335 3,427,265 3,311,966 4,614,732

0 -31,012 209,189 0 0

0 -44,256 44,256 0 0

4,636,753 4,123,067 3,680,710 3,311,966 4,614,732

3,983,402 3,810,743 3,257,330 3,124,583

86% 92% 88% 94%

基準値 目標値

23年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

0.99% 0.07%

前年度以下 前年度以下

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

１件 ２件 ４件 ３件 ２件

３件以下 2.8件以下 3.2件以下 3.6件以下 ３件以下
過去５年の発生件
数の平均と同水準
以下

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

778施設 898施設 701施設 854施設 集計中

前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下

基準値 目標値

22年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

100% 105% 104% 104% 106% 103％速報値

100% 100% 100% 100% 100% 100%

測定指標

指標１
食品中の放射性物質検査の基準

値超過率

実績値

年度ごとの目標値

指標２
大規模食中毒の発生件数

執行額（千円、d）

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

指標４
輸入食品モニタリング検査達成率

実績値

年度ごとの目標値

実績値

年度ごとの目標値

指標３
許可を要する食品関係営業施設
の禁停止命令を受けた施設数

実績値

年度ごとの目標値

施策に関係する内
閣の重要政策（施政
方針演説等のうち

主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

- - -

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決
定、関連計画等）

本施策は、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずることにより、飲食に起
因する衛生上の危発生を防止し、もって国民の健康の保護等を図ることを目的としています。
平成１５年における食品安全基本法の成立や食品衛生法等の改正により、リスク分析手法が導入され、食品の健康に
及ぼす影響を評価するリスク評価機関として内閣府食品安全委員会が設置されました。厚生労働省はリスク管理機関と
して、食品等の規格基準の設定や、それに基づく監視指導の業務などを行っており、関係省庁や地方自治体とも連携し
つつ、国民の協力を得ながら、食品の安全の推進を図っています。
なお、国内に流通する食品の監視指導及び国内の事業者に対する指導は都道府県等が実施します。一方、国は、輸入
時における監視及び輸入者に対する指導を実施する等、輸入食品の安全性を確保する役割を担っています。

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
一般会計　（項）食品等安全確保対策費（全部）［平成25年度予算額：1,601,248千円］
　　　　　　　（項）輸入食品検査業務実施費（全部）［平成25年度予算額：2,825,805千円］
東日本大震災復興特別会計　（項）社会保障等復興政策費（一部）  ［平成25年度予算額：187,679千円］

施策の予算額・執行
額等

※　「執行額」欄には、
独法の運営費交付金

は含まない。

区分 26年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 3,773,294

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c） 3,773,294

施策の概要

本施策は、次の事項を柱にしています。
（施策目標１）食品衛生管理の高度化、輸入食品等の監視指導により、食品等の安全性を確保すること
（施策目標２）食品等に関する規格基準の設定を推進すること
（施策目標３）健康食品の安全対策を推進すること
（施策目標４）リスクコミュニケーション事業運営計画の策定及び実施を通じて、食品安全に関する施策の情報を提供す
るとともに国民からの意見を聴取すること

モニタリング結果報告書

（厚生労働省24（Ⅱ－Ⅰ－Ⅰ））

施策目標名 食品等の飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止すること（施策目標：Ⅱ－１－１）



基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

1150件 1559件 1376件 1257件1049件速報値

前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下 前年度以下

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

16品目 21品目 54品目 14品目 59品目

前年度以上前年度以上前年度以上 前年度以上 前年度以上

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 毎年度

20か月 該当なし １２か月

評価結果から
指定までの所
要月数12か月
以下

評価結果から
指定までの所
要月数12か月
以下

評価結果から
指定までの所
要月数12か月
以下

基準値 目標値

毎年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 27年度

49.70% 55.60% 37.40% 66% 66.5%

60% 60% 90% 90%

基準値 目標値

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

1688人 1839人 1167人 1790人 6022人

基準値 目標値

毎年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

４人 ０人 ０人 11人 11人

【参考】指標１０
食中毒による死者数

実績値

参考・関連資料等

・食品中の放射性物質の検査　URL：http://www.mhlw.go.jp/shinsai_jouhou/shokuhin.html
・食中毒統計　URL： http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/112-1.html
・衛生行政報告例（政府統計の窓口）　ＵＲＬ：http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001031469
・平成24年度　輸入食品監視指導計画 http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/kanshi/h24/dl/yunyu_keikaku.pdf
・平成23年度　輸入食品監視指導結果 http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/kekka/dl/h23_zentai.pdf
・第２次食育推進基本計画 http://www8.cao.go.jp/syokuiku/about/plan/pdf/2kihonkeikaku.pdf

担当部局名 食品安全部 作成責任者名 伊原和人 政策評価実施時期 平成25年８月

年度ごとの目標値

指標８
食品の安全性に関する基礎的な

知識を持っている国民の割合

実績値

年度ごとの目標値

【参考】指標９
食品の安全に関する意見交換会

への参加者数

実績値

指標６
ポジティブリスト制度（農薬等が一定の
量を超えて残留する食品等の販売等を
原則禁止する制度）の導入に伴い新た
に残留基準を設定した農薬等のうち、基

準の見直しを行った農薬等の数

実績値

年度ごとの目標値

指標７
国際汎用添加物の指定

実績値

年度ごとの目標値

指標５
輸入食品の規格基準等の違反件

数

実績値


